
 

第 126 回伊達市災害対策本部会議 

平成 24 年 5 月 8 日（火） 

10 時 00 分～11 時 00 分 

保原庁舎 2 階応接室 

 

1 放射能対策関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 その他（別紙参照） 

（1）5 月 3 日～4 日における大雤対応について 

   5 月 3 日 23：22  伊達市 大雤警報発表 

   5 月 4 日 0：35 大正樋門閉鎖 

    〃   5：15 伊達市 大雤警報から注意報に切り替え 

 

 

（2）第 264 回福島県災害対策本部会議の概要について 

 

 

 

（3）災害対策号（第 57 号）について 

 

 

 

（4）除染推進センターの運営について 

 

 

 

 

次回  5/22  （火）  10 時 ～ 



 

第 126 回本部会議の概要について 

 

1 実施日時等 

平成 24 年 5 月 8 日（火） 10:00～11:00 

2 内容 

1 放射能対策関係 

 

2 その他 

（1）5 月 3 日～4 日における大雤対応について 

市民生活部環境防災課長が資料により説明した。 

5 月 3 日 23 時 22 分、当市において大雤警報が発表されたため、警戒配備をとった。さらに、

5 月 4 日 0 時 35 分には、当市梁川町工業団地近くにある「大正樋門」が阿武隈川からの逆流

を防ぐため閉鎖された。このため、大正樋門閉鎖に係る情報を産業部に伝達し、湛水防除（第

二排水機場）を実施した。大雤警報については、5 月 4 日 5 時 15 分に注意報へ切り替えられ

たが、第二排水機場については、出水期前ということから試運転も兼ね、同日正午まで排水作

業を実施、解散した。なお、当大雤による被害はなかった。 

 

 

※新聞記事「仮置場の土台崩れる」について 

市民生活部次長が資料により説明した。 

国のモデル事業で除染を実施した分に係る仮置場について、その土台が雤により崩れたもので

ある。5 月 4 日のうちに修繕をした。崩落場所が仮置場ということだけに、規模が小さかった

ものの注目された。特に、汚染土壌が流れ出したとか流れ出す恐れがあったものではない。 

 

これは、伊達市が場所を提供し、国が設置した仮置場であり、これからの管理の方法について

は協議中である。国に対しては、崩落の旨を連絡し、きちんとした管理がされるよう申し入れ

を行った。 

 

（市長） 

組織対組織の要望であるのだから、書面で提出すること。口頭による要望は避けられたい。何

年後かに何らかの甚大な問題が生じて、その際に、当時要望をしていただろうということを言

っても、文書が証拠として残っていなければ難しい問題となる。相手に対して、きちんと要望

を出しましたということを言うもの。記録を残しておくということ。管理移管に係る部分につ

いては、万一の際における瑕疵担保責任等を明確にしておく必要がある。きちんとした整理を

し、次回本部会議までに報告すること。 

 

現在は、仮置場の管理責任の所在はどこにあるのか？ 

 

（市民生活部次長） 

現在は、協議中であるため、国である。 



 

（市長） 

現状として、協議中であり、責任の所在も国にあるのであれば、こうした（雤により崩落が起

きるような）状況では管理の移管は受けられない旨の要望書を国に提出すること。 

 

（財務部長） 

  仮置場については、市の土地に設置していることを前提として、最終的に市が管理することと

なるのは決まっているのか？ 

（市民生活部次長） 

決まっていることではない。 

  （副市長） 

国の窓口はどこか？ 

（市民生活部次長） 

国の窓口は内閣府である。内閣府との直接のやりとりはないため、JAEA（日本原子力研究開

発機構）との話である。内閣府に白井氏という担当者がいるので、そちらに話をしたい。 

 

 

（2）第 264 回福島県災害対策本部会議の概要について 

 市民生活部長が資料により説明した。 

 

 

（3）災害対策号（第 57 号）について 

秘書広報課広報広聴係長が資料により説明した。 

（市長） 

当災害対策号に掲載した 5～8 ページの内容は、今後発行を予定している「除染推進センター

だより」に移行できるであろう。センターだより発行にあたっては、モニタリング調査結果を

単に載せるだけではなく、分析や細かい注意点等を掲載できればよいのではないかと考えてい

る。実際に除染を行おうと考える市民が参考になる内容である。 

災害対策号については、当市における全体的な考え方とか健康管理の問題について取り上げた

らよいのではないか。 

 

 

※資料「除染推進センターだより」について 

放射能対策課長が資料により説明した。 

 除染推進センターだよりについては、平成 24 年 5 月 24 日を創刊号として、月 2 回の発行とす

る。方針としては、推進センターの役割等を分かりやすく紹介し、市民の推進センター利活用

の促進及び除染活動やボランティアによる除染活動を PR し、市民協働による身近な場所の除

染を推進する。さらには、除染に必要不可欠な仮置場について、市民の理解が得られるよう

PR を行うものである。掲載予定内容等、詳細については資料に掲載のとおり。 

 

 



 

（市長） 

センターだよりの内容は、徐々に育てて、市民のニーズに沿うようにしていけば良いであろう。 

私が当災害対策号に掲載したのは、推進センターに期待する内容であり、センターだよりも推

進センターで編集するようしていただきたい。センターとしては市民の除染に係る実態を良く

知っているのであるから、その立場から市民向けに情報を良く発信する役割を担ってほしいと

考えている。 

 

除染に係る C エリアについては、専門業者が関わるのはミニホットスポット、例えば屋根や雤

樋、立ち木とか、住人が除染しにくい部分について限られる。その場合も、住民がいなければ、

自宅内の線量は測定することができない。住民が希望すれば、このような測定も実施できる。

こうしたことは、今までも実施してきた。これを、今後、さらに十分に行うということが必要

になってくる。 

 

センター所長に検討していただきたいのは、町内会等に対する線量低減化交付金申請受付は推

進センターが実施すべきなのではと考えている。これは、町内会を所管している各総合支所長

も良く認識してほしい。総合支所長から町内会に対しても、交付金を用いた除染作業を良く呼

びかけてほしい。中には、線量が低いから除染をやらないという場合があるであろう。そうし

た場合は、当該町内会がみな同意すれば、それで良い。 

 

当市の面積及び世帯の過半を占める C エリアについては、地区別個人宅別の除染計画及びその

実施、除染完了認定が必要であろう。完了認定とは、住人と共同して、安心の認定を取るとい

うことである。その道具として、例えば、ガンマカメラとか有効な機材の使用が必要となる。

機材の使用方法等についても、より検討が必要となることであり、放射能対策課及び推進セン

ターは、重点を置いて検討いただきたい。除染完了認定や管理指導支援及び推進センターだよ

りについては一体として考えるものであるから、具体的な取り組みについては、別途新たな会

議を起こして対応することも必要である。 

 

交付金の額としては、約 180 件程度の住宅を除染できる程の金額であるからして、冬前までに

交付を終えるとすれば、1 日 2～3 件程度で進めていくことが必要になろう。 

 

（除染推進センター長） 

市長が災害対策号に掲載されたことは、方針として間違いないことであると考えているが、放  

射能対策課とともに会議を持って協議を進めて参りたい。 

（市長） 

できるできないに関係なく災害対策号には掲載しているため、ぜひとも体制を整え、実現すべ

きために必要な要望については、担当各部署に対し、然るべき処置をとっていただきたい。 

 

 

 

 



 

（教育長） 

連休中に PTA 及び保護者等と話す機会を持った。話を聞くと、放射線に対する考えは不安に

思う方・そうでない方といらして非常に極端であり、安心について及ぼす影響は非常に難しい

ものであると感じた。不安についてやわらかい物腰の言い方ではあったが、不満を持つ方に対

して、研修会等の機会を持ち、和らげるような取り組みが必要かと感じた。 

（こども部長） 

5 月の連休には、旧泉原小学校を利用した室内遊具室に 1 日平均 70 名程度来場した。 

（市長） 

教育長の言うとおり、逆に捉えれば、70 名程度の親は、室内で遊ばせたいと考えているという

こと。室内遊具室がなくてもよいような環境にしなければならないということであろう。こう

したことからも、除染を進めることが必要となる。 

教育長の話に沿えば、心理的な問題に対して今後どう取り組んでいくか。どこまで除染を実施

すれば良いのか。これがはっきりしなければ際限なくと言うことになってしまい、それは現実

的な対応ではない。しかしながら、我々行政が一方的に線引きをすることもできないため、難

しい問題のひとつである。 

 

自主避難者の把握についてはどうなったか。 

 

（市民生活部長） 

  各部署でとりまとめを行っており、主としてこども部及び教育部である。 

（教育部長） 

学校関係については、避難者支援システムに登録されている者・されていない者を合わせて 80

名程度が避難している。支援システムに登録されていない者は、学校の在籍を中心に確認をし

ている。 

（市民生活部長） 

  こども部で把握している分も含め、至急、整理の上報告することとする。 

（市長） 

放射能対策については、迅速に対応するべき事柄であるから、データがなければならない。 

●月●日時点で構わないので、データを出すこと。 

除染体制も確立されてきた頃であり、今後は、どこまで除染を実施すれば市民が安心できるの

かということが課題である。ひとつひとつ詰めていかなければならない状況である。 

 

災害対策本部会議の議事録も HP に掲載することとしたはずであるが、その後どうしたか。 

 

（秘書広報係長） 

  庁内グループウェアで閲覧できる状況である。 

（市長） 

掲載の仕方については、良く検討してほしい。なお、センターだよりを中心とした災害・放射

線情報の当市 HP はもう尐し分かりやすく掲載したらどうか。担当を中心にアクセスしやすい

ページ構成を検討していただきたい。 

 



 

 

（産業部長） 

状況報告としてお知らせする。水田の除染については、線量低減対策として、ゼオライト及び

ケイ酸カリを散布していたものがほぼ終了した。田植えが 5 月 19 日～20 日あたりで最盛期を

迎えるかという模様。試験栽培に関しては、該当する 6 地区の農家に対して説明会を実施して

おり、終了次第、すぐに試験栽培に取り組んでいきたい考えである。なお、大学の研究チーム

については、根本氏を中心に泊まりこみで小国地区に入り、土壌採取調査を開始している。 

事務所については、霊山町旧シルバー人材センター跡地を利用し、昨日（平成 24 年 5 月 7 日）

から借用している。また、霊山総合支所 2F を使用することで準備を進めているが、大学から

の概要がまだ届いていないため、届き次第なお調整を進めたい。 

 

 

（4）除染推進センターの運営について 

市民生活部長が口頭により説明した。 

 

 

（市民生活部長） 

平成 24 年 5 月 11 日～13 日にかけて、田中氏が当市に来られる。田中氏に相談したい事項等

あれば、放射能対策課 梅津まで報告下さるようお願いしたい。 

なお、5 月 13 日には、富成小学校敷地内の除染を計画しており、全国からのボランティア約

100 名も参加を予定している。 

（市長） 

この目的は何か？ 

（放射能対策課長） 

昨年、校庭と法面をボランティアの方に実施してもらったものだが、部分的に水の流れが滞る

部分について線量の高い状態となった。また、まだ実施していない法面があったため、そうし

た部分について PTA から協力いただけないかという話があり今回実施することとなった。主

に PTA の方で実施する除染であるが、ボランティアの方にも呼びかけ、参加をいただいたも

のである。当日は、9 時から受付、10 時から田中氏の講話、10 時半～12 時まで及び 13 時か

ら 15 時まで実際に作業を行う予定である。ボランティア参加の方には、当市缶バッジを配布

するが、今後の配布物等については、更に検討を加えたい。 

 

（市長） 

ボランティアが来てくれるという場合は、ぜひ大々的に周知を行い、我々市民も除染を行わな

ければならないということを PR すること。 

 

（市民生活部次長） 

推進センターだより創刊号で中心的な話題として取り上げる予定である。 

 

 



 

（市長） 

災害対策号に、学校のプールについての記載があるが、具体的にはどのような内容か。 

（教育部長） 

学校のプールについて、特に放射線量が高いプールはなかったため、今後の除染に合わせて、

排水をしたいということである。除染の方法としては、プールサイドで線量の高い箇所を削る

ような方法である。なお、白根小学校のプールについては、校舎から距離があること、また、

老朽化が進んでいることから、梁川プールを利用することで話を進めたい。 

（市長） 

プールの老朽化が進んでいる状況があることから、学校ごとにプールを作らないことも含めて、

市の中心にあるプール（梁川プール等）を効果的に使用する方向でぜひ検討してほしい。 

中には川の水や井戸水を利用しているプールもある。 

市民の知りたい情報としては、プールが使えるのか使えないのかであろうから、その視点から、

広報を行うように調整されたい。 

 

 

 

《次回本部会議》 

平成 24 年 5 月 22 日（火） 10：00～ 

本庁舎 2 階 応接室において 

（文責：石川 智史） 


